


2．人材採用のポイント

 

人材の採用から能力開発、配置異動・昇進昇格管理、人事考課、処遇まで、

人事担当者が知っておくべき考え方と実務知識を体系的に習得します。

 1. 就業規則 

(1) 労使間における就業規則の意味と役割

(2) 労働契約、就業規則、労働協約、法令の

　 関係および労使協定とは

(3) 就業規則に記載しなければならない事項

(4) 就業規則の成立要件

(5) 就業規則の変更手続き

2. 労働時間管理 

(1) 労働時間とは、労働時間管理の必要性とは

(2) 変形労働時間制、みなし労働時間制、

　 フレックスタイム制とは

(3) 休日（法定と所定）、深夜とは

(4) 二種類の時間外労働、休日労働、深夜労働

　 とは

(5) 36協定(特別条項付)の意味と実務対応

(6) 休日労働の振替休日処理と代休処理の違い

3. 年次有給休暇・特別休暇・休職 

(1) 年次有給休暇の付与日数、時季変更権等

　運用面の留意点

(2) パートタイマー、契約社員、定年後再雇用者

　 等の有給休暇の取扱い

(3) 有給休暇の買い取り、退職時の一括取得、

　 半日有給等

(4) 二種類の特別休暇・・・特別有給休暇と

　 特別無給休暇

(5) 私傷病による休職とは・・・休職規定の例

(6) 育児・介護休業法に関する法改正の解説

 

4. 賃金 

(1) 賃金とは・・・労働の対価

(2) 賃金支払いの五原則

(3) 事例でみる賃金体系

(4) 割増賃金(残業代単価)の算出方法

(5) 賞与、退職金の仕組みと働き

5. 解雇・退職・定年について 

(1) 退職のパターンとそれぞれの取扱い

(2) 懲戒解雇と普通解雇の違い

(3) 整理解雇の4要件

(4) 解雇予告手当とは・解雇権の乱用か否かとは

(5) 定年制と再雇用制度・・・雇用の機会を

　 与えるとは

(6) 契約社員・パートタイマーの雇い止め

(7) 有期雇用から無期雇用への転換とは

6. 従業員の健康配慮義務、安全配慮義務 

(1) 企業が行うべき健康管理・労務管理上の配慮

　・安全配慮義務の根拠となる法律

　・安全配慮義務の的となる3大要素

　・リスク発生を予防するには

　・リスクを早期発見・解決するには

　・発生時のリスクを軽減するには

(2) 過労死・過労自殺を防ぐ企業の安全配慮義務

　・過労死を予防する労務管理の勘所

(3) メンタルヘルス疾病による休職者に対する

　 職場復帰支援

7. 働き方改革関連法の概要

・各法律のポイントの理解

ね ら い：
就業規則や労働時間管理、休暇、賃金、解雇・退職に関する基礎知識のほか、

近年大きな問題になっているハラスメントや従業員のメンタルヘルス対策など、

労務担当者が知っておくべき考え方と実務知識を体系的に習得します。 

ね ら い：

(1) 企業と人事

(2) 人事の機能と人事担当者のやりがい

(3) 人事担当者の能力・スキル

(1) 要員計画・採用計画

(2) 募集・選考・面接の基本とコツ

(3) 採用の重要性と人の見抜き方

3．配置異動管理・昇進昇格管理

(1) 異動の趣旨とキャリア形成

(2) 人事制度との関係

(3) キャリアと異動・昇進昇格管理

4．人事考課制度の策定と運用のポイント

(1) 人事考課の意義と仕組み

(2) 目標管理制度の活用と留意点

(3) 人事考課の効果的な運用

6．能力開発のポイント 

(1) 総額人件費の管理と個別管理

(2) 賃金制度の概要とコンセプト

(3) 福利厚生の傾向

(1) 自社の強み・弱みと求める社員像

(2) 教育体系の作成と教育の手法

(3) 効果的なＯＪＴと自己啓発の仕組み

7．人事担当者としての問題解決

 質疑応答と情報交換 

 まとめ

　1961年生まれ。関西学院大学文学部卒業後、通販会社（株）千趣会に入社。商品企画、人事職を歴任。採用・人事労
務分野のマネジメント及び関連会社を含むグループの労務管理全般のマネジメントを経験。その後、経営コンサルタント
パートナーを経て独立。現在、コンサルティング業務のほか、セミナー・企業研修の講師としても活躍中。
　保有資格は、特定社会保険労務士、行政書士（未登録）、第一種衛生管理者、キャリアカウンセラー、アンガーマネジメント
ファシリテーター、ファイナンシャルプランナー、宅建等。元大阪府社会保険労務士会理事、元大阪地方裁判所労働審判員。
【著書及び雑誌】『実際にやってみて分かった中小企業Ｍ＆Ａ成功のための人事労務』（日本法令）、『労政時報』
「日本の課長を元気にしたい」、『月刊人事マネジメント』「特集 ふつう社員強化マニュアル」、「人事のカガミ」（１年連
載）、「今月の人事規定」（1号～50号）。


